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研究成果の概要（和文）：本研究では、「政府のオープンデータをいかに保存し、その長期的アクセスをいかに保障す
るか」という観点での制度・政策的課題、および米国連邦政府を中心とした課題解決の試みを明らかにした。研究成果
の中で提示したポイントは、以下のような点である。(1)「オープン・ガバメント時代」のもとで政府情報は「メディ
アとしての多様化」を示しており、その全体像を把握していく必要がある。(2)オープンデータが有する「機械可読性
」を、保存においても考慮する必要がある。(3)政府のオープンデータや、官・民によるその加工物の保存は、「ガバ
ナンス」すなわち官・民が交わる統治状況を遡及的に検証することにつながり得る。

研究成果の概要（英文）：This research clarified policy issues and actual solutions for preserving and 
providing access to government open data, with emphasis on the policy and projects of U.S. Federal 
Government. The points of this research results are as follows: (1) Upon the diversity of current 
government information media, such as publications, records, websites, data, and so on, we need to 
understand the whole picture of government information for preservation and long-time use. (2) One of the 
prerequisites of open data is machine-readability, so it is a major challenge to preserve the data with 
ensuring machine-readability. (3) Government open data produces new knowledge and data through process 
and use of the original government open data. It reflects governance where public bodies, private ones 
and citizens interact each other. Therefore, preservation and access to government open data and “new 
knowledge and data” can lead to retrospective investigation of governance.
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１．研究開始当初の背景 
 「オープン・ガバメント」とは、2009 年の
米国オバマ大統領からの告示を機に、「政府
情報アクセス」に関して欧米など諸外国で先
行している新しい動向である。つまり、「透
明性・参加・連携」をキーワードとしつつ、
情報技術を用いて情報公開を促進する取り
組みとまとめられる。一方、「オープン・ガ
バメント」の具体的方策として中心となるの
は「オープンデータ」の提供である。これは、
刊行物や公文書といった「パッケージ」の形
態をとらず、CSV、Excel、XML、テキストな
どのフォーマットで統計データや議事録デ
ータなどを提供し、その分析・加工は利用者
に委ねる、という取り組みを指す。具体的に
は、米国連邦政府の“Data.gov”が先駆的存
在とされ、日本を含め世界各国に波及してい
る。 
 さて研究開始当初の時点においては、「オ
ープン・ガバメント」ないし「政府のオープ
ンデータ」をめぐる日本内外の先行研究は、
「政府データの加工・分析・表現」の意義を
説くもの、およびオープンデータの技術的側
面に焦点を当てたものを中心にしており、
「政府情報・政府データの長期的保存と、そ
れを通じた政府活動の長期的・遡及的検証」
という点の必要性や課題についての考察は
十分ではなかった。また、このような「政府
情報・政府データの長期的保存とアクセス保
障」の役割を担ってきた図書館・文書館等が
「オープン・ガバメント」のもとでどう位置
づけられるか、の考察も進んでいなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究で明らかにしようとしたのは、端的
にまとめると次のような点である。すなわち、
「オープン・ガバメント」という新たな動向、
あるいは「オープンデータ」という新たな情
報形態のもとで、「政府情報アクセス」の意
義や課題が従来の状況からどのように変化
したか、あるいは今後、どのような変化が見
込まれるか。また「政府情報・政府データの
長期的保存とアクセス保障」の役割を担う図
書館・文書館等の役割がどのように変化した
か、あるいは今後、どのような変化が見込ま
れるか。これらについて、主に日本と米国の
動向に焦点を当て、制度・政策面と情報管理
の実態面から、解明を目指した。 
なお、「オープン・ガバメント」と「政府

のオープンデータ提供」が同一視される傾向
がみられる（前者のほうが規範的意味合いが
強い）一方、「オープン・ガバメント」とい
う概念のあいまいさを指摘する論者もいる
ことが、本研究の着手の時点で明らかとなっ
た。本研究ではこの点を意識し、「政府のオ
ープンデータ提供」に絞って研究を遂行した。 
 
３．研究の方法 
 研究方法としては、文献調査と現地での聞
き取り調査を組み合わせた。なかでも米国の

動向を重点的に取り上げたが、これは上述の
通り「オープン・ガバメント」ないし「政府
のオープンデータ」の国際的潮流の契機とな
ったのが米国の取り組みであること、またこ
こでは「連邦政府刊行物寄託図書館制度
（FDLP）」や「国立公文書記録管理院（NARA）」
など政府情報アクセスの制度がかねてから
整備されており、これらが「オープン・ガバ
メント」「政府情報のオープンデータ化」の
もとでどのような課題に直面しているかを
解明することが、日本の動向にも示唆を与え
ると考えたためである。 
 具体的には、2015 年 2月に米国ワシントン
DC および周辺地域に滞在し、国立公文書記録
管理院（NARA）、政府印刷局（GPO）、メリー
ランド大学カレッジパーク校情報学大学院
（iSchool）および同校図書館にて聞き取り
調査を行った。この調査においては、政府情
報を管理しアクセスに供する政府機関とし
ての取り組み、また政府情報を利用し研究対
象とする大学・図書館の立場での見解を確認
した。 
さらに、同年 8月には下記の米国アーキビ

スト協会年次大会にあわせる形でミシガン
大学（ミシガン州アナーバー）を訪問し、情
報学大学院（iSchool）、図書館、および図書
館内に事務本部を置く HathiTrust（学術資料
デジタル・アーカイブ）にて聞き取り調査を
行った。特に HathiTrust は政府刊行物に特
化したデジタル・アーカイブに関するプロジ
ェクトを運営しており、その実情を確認した。 
 あわせて、以下の国際会議に参加し、オー
プンデータほか政府情報アクセスに関する
国際的動向の把握に努めた。これらについて
は、単に参加するだけでなく、後述する学会
発表などの研究成果につなげることができ
た。 
・ 国際図書館連盟（IFLA）：2013 年次大会

（シンガポール）、2014 年次大会（フラ
ンス・リヨン）に参加。前者ではポスタ
ー発表を実施した。後者ではサテライト
会議（イタリア・トリノ）にも参加し、
「MLA 連携（博物館・図書館・文書館の
連携）」に関する国際的動向を把握できた。 

・ 米国アーキビスト協会（SAA）：2015 年次
大会（クリーブランド）に初めて参加。
米国アーカイブズ界における「デジタ
ル・アーカイブ（ズ）」の理解と、日本で
喧伝されている「デジタル・アーカイブ」
とのズレを確認できたのは、研究代表者
にとって大きな発見であった。 

 
４．研究成果 
(1)政府オープンデータの長期的保存 
 本研究における中心的なテーマである「政
府オープンデータの長期的保存と、そこでの
図書館・文書館等の役割」については、量の
面では少ないものの、査読付き論文という形
で成果を提示できた。なお、以下の成果の出
発点となるものは、学会発表⑯である。 



 まず、雑誌論文③（学会発表⑬に基づく）
では、政府のオープンデータの概要と日本内
外での政策展開を確認し、オープンデータの
特性（既存の刊行物とも公文書とも異なる）
と、その保存と長期的利用のための課題を確
認した。これを踏まえ、雑誌論文①（学会発
表⑤に基づく）では前述のワシントン DC ほ
かでの調査に基づき、米国において政府情報
を管理しアクセスに供する政府機関の取り
組み、およびその制度・政策上の現状と課題
を論述した。これらを通じて、以下の事項を
確認できた。 
① 「オープン・ガバメント時代」のもとで

の政府情報は「メディアとしての多様化」
を示しており、政府刊行物・公文書・ウ
ェブサイト・データといった形態の違い、
また紙媒体・電子媒体の違いにも留意し
ながら、その全体像を把握していく必要
がある。 

② オープンデータにおいては「データの構
造化を通じた機械可読性の向上」が強く
意識されており、オープンデータの保存
においても機械可読性の確保が課題とな
る。 

③ 政府のオープンデータは、その加工・利
用を通じて「新たな知識やデータ」を生
み出す。それは「官と民とが交わる」も
とでの統治体制、つまり「ガバナンス」
を体現するものであり、政府のオープン
データや「新たな知識やデータ」の保存
は「ガバナンスの遡及的検証」につなが
り得る。 

 なお学会発表①（ポスター発表）は、上記
の雑誌論文での成果をコンパクトにまとめ
たものであり、特に「政府情報の多様化と流
通」のモデル図を提示した点に特色がある。
また雑誌論文⑥（文献紹介）は「情報源の多
様化と記録管理・アーカイブズなどとの関
係」を論じた論文を紹介し、本研究課題での
基本的な視座の確立につなげた。 
 また学会発表⑥は、下記の“「政府情報論」
の枠組み”の項とも密接にかかわるが、上記
の「ガバナンスの遡及的検証」に関する理論
的枠組みの提案を試みたものである。ここで
は、政府情報と政府以外のセクターの情報と
のかかわり合いを通じての「ガバナンスの遡
及的検証」につき、アーカイブズ上の概念で
ある「トータル・アーカイブズ」や、憲法上
の概念である「政府言論（ government 
speech）」などに基づき論じた。 
 これらに加え、学会発表⑫⑮では、「時の
経過」「時効」をキーワードとして、オープ
ンデータを含めた政府情報の保存・アクセス
と、個人情報・プライバシーとの関係に関す
る考察を試みた。 
 
(2)「政府情報論」の枠組み 
 前項(1)と密接に関連するが、より幅広く
「政府情報へのアクセス」をめぐる研究・教
育の枠組みを探るための成果も、学会発表②

として提示した。ここでは、非常勤講師を務
める同志社大学大学院での授業成果を踏ま
え、政府情報に関する諸事項を日本において
研究領域および教育領域として扱うための
枠組みについて、上記の授業内容も紹介しつ
つ、私案を提示した。 
  
(3)日本の公文書管理法をめぐる政策過程 
 これについては、別の競争的資金による共
同研究（公益財団法人 KDDI 財団およびサン
トリー文化財団による助成研究「日本におけ
る情報ガバナンスの国際比較」）とも密接に
かかわるが、図書①において、英語による国
際発信として成果を示した。本書では、
“Archives and Public Records Management”
の章（Chap. 4）を単著として執筆し、日本
の公文書管理法（2009 年制定）をめぐる政策
過程につき、国際比較と政策アクターを意識
しつつ分析した。また、本書中の他の章とあ
わせ、公文書管理・政府情報をめぐる諸問題
につき、広く「情報ガバナンス」の一環とし
て認識を促す、というねらいも有している。 
 
(4)デジタル・アーカイブ 
 上記(1)「政府オープンデータの長期的保
存」と関連するトピックとして成果発表につ
なげることができたのが、デジタル・アーカ
イブに関する事項である。ちょうど本研究の
遂行時に、日本ではデジタル・アーカイブの
振興策が盛んに議論されていたが、その主眼
は「デジタル・アーカイブによる日本の文化
資源・文化資産の対外発信」という点にある。
一方、諸外国、特に英語圏においては、「デ
ジタル・アーカイブ（ズ）」を「人や組織の
さまざまな活動について、特にボーン・デジ
タルの記録を主眼として保存するしくみ」と
して理解し、実際のしくみを構築する度合い
が強い。この点のギャップを解明しつつ、日
本の関係者に注意を促したのが、雑誌論文②
（学会発表⑦に基づく）、学会発表③、図書
③である。 
 
(5)「iSchool」 
 iSchool とは、図書館学を基盤としつつ幅
広く情報領域を扱う教育・研究課程を指すも
のであり、米国から端を発しつつ、国際的な
広がりを見せている。また、政府情報アクセ
スについても、iSchool での教育・研究対象
に含まれる。これについて、米国での実地調
査も踏まえた考察を、学会発表④⑧、図書④
で行った。 
 
(6)その他 
 以上に加え、上記(4) デジタル・アーカイ
ブの前提となる「LAM（MLA）連携（図書館・
文書館・博物館の連携）」に関する国内・国
際的動向を示すものとして学会発表⑩⑭（後
者は国際会議ポスター発表）、公文書館・公
文書管理の基礎的事項を提示するものとし
て図書②⑤、アーカイブズ（学）のもちうる



射程に関する問題提起を行ったものとして
学会発表⑨、などの成果を、研究期間内に発
表することができた。 
(7)まとめ 
 以上の通り、本研究においては、「政府オ
ープンデータの長期的保存」という中心的課
題に関する成果に加え、政府情報へのアクセ
ス、公文書管理、デジタル・アーカイブ、情
報領域の教育・研究体制など、多様な研究成
果を提示することができた。言い換えれば、
政府情報をめぐる研究課題は、「情報メディ
アの多様化」のもと、政府情報に限られない
さまざまな情報に関する領域にも通じる、と
いうことを、本研究を通じて提示することが
できた、と総括したい。 
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